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********************************************************************************************* 

[1] 化学物質関係事故、事件関係 

◇その他の事故、事件 

・消費者安全法の重大事故等に係る公表について 

＜消費者庁 2022年 7月 7日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/029393/ 

   https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_safety_cms201_220707_01.pdf 

   生命・身体被害に関する消費者事故等として通知された事案：108 件  

             うち重大事故等として通知された事案：26 件 

---------- 

・消費者安全法の重大事故等以外の消費者事故等の事故情報データバンクの登録について 

＜消費者庁 2022年 7月 7日＞ https://www.caa.go.jp/notice/entry/029394/ 

   https://www.caa.go.jp/notice/assets/consumer_safety_cms201_220707_02.pdf 

  1.事故情報 (1)事故情報(下記(2)を除く):３件 

        (2)事故情報(食中毒情報)：12件 

  2.リコール・自主回収情報 

      (1)リコール・自主回収情報(食品関係)：51件 

      (2)リコール・自主回収情報(食品関係以外)：16件 

---------- 

・わいせつ疑いで元教授逮捕 女子大学生に睡眠剤飲ませた疑い 

＜共同通信 2022年 7月 7日＞ https://nordot.app/917712989279698944?c=39546741839462401 

 勤務していた大妻女子大（東京）の 20代の学生に睡眠導入剤を入れた酒を飲ませ、体を触るなどのわいせつな

行為をしたとして、警視庁麹町署は 7日、準強制わいせつの疑いで元教授桶田敦容疑者（64）＝東京都千代田区

＝を逮捕した。 

 逮捕容疑は 6月 26日夜、桶田容疑者の自宅マンションで、睡眠導入剤の影響で意識がもうろうとして抵抗でき

なくなった女子学生にわいせつな行為をした疑い。署によると、当日は 2人で夕食を食べていたという。 

 大妻女子大によると、桶田容疑者はセクハラ行為があったとして、7月 1日に懲戒解雇されている。過去には

TBSの報道局で解説委員を務めていた。 

-------------------- 

◇事故、事件の続報 

・JERAの千葉火力、運転再開 火災は油漏えいが原因 

＜共同通信 2022年 7月 6日＞ https://nordot.app/917406033380327424?c=39546741839462401 

 東京電力グループと中部電力が出資する発電会社 JERA（ジェラ）は 6日夜に、火災の影響で一部が止まってい

た千葉火力発電所（千葉市）3号機の運転を再開した。発電機の出力は 50万キロワット。 
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 火災は 2日に 3号機の一部の蒸気タービンの蒸気弁付近で発生した。逼迫傾向にある電力需給への影響は限定

的だった。配管からの油の漏えいが原因としている。 

 6月 30日には常磐共同火力（東京）の勿来火力発電所 9号機（福島県いわき市）が設備トラブルで停止し運転

を再開したが、完全復旧は未定。東北電力の東新潟火力発電所（新潟県聖籠町）でも 7月 3日夜に火災が発生し、

一部で運転を停止した。 

-------------------- 

◇事故・事件対策、措置、訴訟等 

・全国消防イメージキャラクター「消太（しょうた）」を活用した熱中症予防広報の実施 

＜総務省消防庁 2022年 7月 6日＞ 

https://www.fdma.go.jp/pressrelease/houdou/items/20220706_kyuki_01.pdf 

-------------------- 

□大災害、原発事故対策 

[地震対策] 

・建築基準法第六十条第二項の歩廊の柱その他これに類するものを指定する件（国土交通省告示第 741 号） 
   [官報] 令和 4 年 7 月 6 日 本紙 第 770 号 2 頁 
   https://kanpou.npb.go.jp/20220706/20220706h00770/20220706h007700002f.html 
-------------------- 

[原子力施設全般] 

・中国電、鳥取県の原発防災費負担 毎年最大で 1億 8千万円 

＜共同通信 2022年 7月 6日＞ https://nordot.app/917228616937259008?c=39546741839462401 

 鳥取県と中国電力は 6日、島根原発 2号機（松江市）の再稼働に備えた防災態勢の整備に必要な費用のうち、

国が財源措置しない分を中国電が負担する協定を結んだ。中国電が毎年最大で 1億 8千万円を拠出する。県によ

ると、原発が立地しない周辺自治体の原発防災費を電力会社が毎年負担すると定めた協定は全国初。 

 鳥取県は、放射線監視装置の維持などに必要な費用を国から受け取っているが、原発防災に関わる職員の人件

費などはこれまで対象外だった。2015年度から中国電の寄付を受けて設立した基金を人件費に充てていたが、今

後は協定に基づく安定した財源として活用できるという。 

********************************************************************************************* 

[2] [特集] 新型コロナウイルス感染症 

[状況] 

◇省庁発表 

・新型コロナウイルス感染症の現在の状況と厚生労働省の対応について（令和４年７月７日版） 

＜厚生労働省 2022年 7月 7日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=_Rjjcx2ofu4IGa9vY 

・新型コロナウイルス感染症の患者等の発生について（検疫）  

＜厚生労働省 2022年 7月 7日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=P9ohsd9qvCzK22itY 

・新型コロナウイルス感染症（変異株）の患者等の発生について（検疫）   

＜厚生労働省 2022年 7月 7日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=WbxH17kM2kqsvQ3LY 

---------- 

◇マスコミ報道 見出し 

・コロナ感染、2週間で 3割増 「BA.4」｢BA.5」世界で猛威 WHO事務局長、対策徹底呼びかけ 

＜日経新聞 2022年 7月 7日＞ https://www.nikkei.com/article/DGXZQOCB070RE0X00C22A7000000/ 

・国内コロナ「第７波に入った」…ＢＡ・５が数週間で急増、新規感染者全体の５２％ 

＜読売新聞 2022年 7月 8日＞ https://www.yomiuri.co.jp/national/20220707-OYT1T50354/ 

・国内で 4万 7977人感染 第 7波懸念、「行動制限考えず」 

＜共同通信 2022年 7月 7日＞ https://nordot.app/917720101935349760?c=39546741839462401 

・新型コロナ感染急拡大「第７波入った」 ２週間後１．５万人も―東京都会議 

＜時事ドットコム 2022年 7月 7日＞ https://www.jiji.com/jc/article?k=2022070700891&g=pol 
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・東京の感染者急増「第 7波の可能性」 コロナ会議で専門家指摘 

＜朝日新聞 2022年 7月 7日＞ https://www.asahi.com/articles/ASQ77669LQ77UTIL059.html 

・コロナ急拡大、オミクロン新派生型「BA･5」の影響か ワクチンや感染で獲得の免疫逃れる力大きく 専門家

「盆時期に増える可能性」 

＜南日本新聞 2022年 7月 7日＞ https://373news.com/_news/storyid/159067/ 

-------------------- 

[対策・予防] 

◇省庁発表 

・検疫手続きの事前審査「ファストトラック」がパソコンで行える「MySOS Web」を７月８日に導入します 

＜厚生労働省 2022年 7月 7日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=a4515Ys-6Hiejz75Y 

 

・ESRI Discussion Paper No.370 コロナ禍での人々の生活満足度の動向について―緊急事態宣言が及ぼした影

響の識別― 

＜内閣府 2022年 7月 7日＞ https://www.esri.cao.go.jp/jp/esri/archive/e_dis/2022/e_dis370.html 

---------- 

◇マスク 

・屋外のマスク 欧米「なし」主流、アジアは惰性も 

＜産経ニュース 2022年 7月 6日＞ 

https://www.sankei.com/article/20220706-5RSD3PDY65NCVNSZBGQBXFKP7Y/ 

政府が屋外では外すよう推奨しているにもかかわらず、多くの人が猛暑の炎天下でも新型コロナウイルス対策で

マスク着用を続ける日本。海外の事情を見渡すと、欧米主要国では屋外で着用しないことが主流になっている。

これに対してアジア諸国・地域では、今も規制が残っていたり、「着脱が面倒」との理由があったりで、暑さに

もかかわらずマスク姿の人が目立つ。本紙特派員が各地の状況を報告する。 

欧米は屋外「なし」主流 

英政府は「コロナとの共生」を目指して１月下旬から、人口の大半を占めるイングランドの公共交通機関や映画

館などでのマスク着用義務を撤廃した。ロンドン市内では、地下鉄や店舗内でもマスクを着けた市民をほとんど

見かけない。 

 

---------- 

◇唾液中タンパクがコロナ感染防止 高齢者の重症化と関連か 

＜共同通信 2022年 7月 6日＞ https://nordot.app/917395462025117696?c=39546741839462401 

 大阪公立大のチームは 6日、唾液に含まれる特定のタンパク質に新型コロナウイルスの感染を防ぐ働きがある

ことが分かったと国際科学誌に発表した。加齢に伴って唾液の分泌量が減少している高齢者の発症や重症化に関

連している可能性があるという。 

 チームによると、新型コロナはウイルス表面の突起「スパイクタンパク質」と、人の細胞表面にある受容体タ

ンパク質が結合することで感染する。チームは人の細胞に薄めた唾液を加え、新型コロナと感染の仕組みが同じ

別のウイルスを振りかけて分析。唾液の濃度が高くなるほどウイルスと細胞表面の受容体が結合しにくくなるこ

とが分かった。 
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********************************************************************************************* 

[3] 中央環境審議会「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約の附属書改正に係る化学物質の審査及び

製造等の規制に関する法律に基づく追加措置について（第三次答申）」及び「同（第四次答申）」について 

＜環境省 2022年 7月 7日＞ https://www.env.go.jp/press/press_00151.html 

 令和３年７月 16日（金）～ 同年 10月 14日（木）に開催された第 216回中央環境審議会環境保健部会化学物

質審査小委員会において、残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約（以下「ストックホルム条約」とい

う。）の附属書改正により条約の対象に追加された１物質群（PFOA関連物質）について、化学物質の審査及び製

造等の規制に関する法律（昭和 48年法律第 117号。以下「化審法」という。）第２条第２項に規定する第一種特

定化学物質に指定することが適当であるとの結論が出されました。 

 また、令和４年１月 18日（火）に開催された第 221回中央環境審議会環境保健部会化学物質審査小委員会にお

いて、当該化学物質に関して、第一種特定化学物質への指定とあわせて講じることが適当な措置について結論が

出されました。 

 これらの審議結果を踏まえ、本日、中央環境審議会長から環境大臣に対し、第三次答申及び第四次答申がなさ

れました。 

経緯 

 令和元年７月４日に、環境大臣が中央環境審議会長に対して、「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条

約の附属書改正に係る化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律に基づく追加措置について（諮問）」を諮問

しました。その後の審議により、ストックホルム条約の附属書改正により 条約の対象に追加されたペルフルオロ

オクタン酸（PFOA）等の物質について、化審法第２条第２項に規定する第一種特定化学物質に指定することが適

当であるとの結論が得られ、「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約の附属書改正に係る化学物質の審

査及 び製造等の規制に関する法律に基づく追加措置について（第一次答申）」に取りまとめられました。また、

これらの物質群に関して講じるべき措置についても第二次答申に取りまとめられましたが、その後、パブリック

コメントで寄せられた御意見を踏まえ、これらの答申について再度審議を行いました。 

 その結果、令和３年７月 16日（金）～ 同年 10月 14日（木）に開催された第 216回中央環境審議会環境保健

部会化学物質審査小委員会において、ストックホルム条約の附属書改正により条約の対象に追加された１物質群

（ペルフルオロオクタン酸（PFOA）関連物質）として別表１に掲げる物質を、化審法第２条第２項に規定する第

一種特定化学物質に指定することが適当であるとの結論が得られました。 

 さらに、令和４年１月 18日（火）に開催された第 221回中央環境審議会環境保健部会化学物質審査小委員会に

おいて、当該１物質群の第一種特定化学物質への指定とあわせて、以下の追加措置を講じることが適当であると

の結論が出されました。 

  ① 輸入禁止製品を別表２のとおり定める 

  ② 医薬品の製造を目的としたペルフルオロオクチル＝ブロミド(PFOB)の製造のためのペルフルオロオクチ

ル＝ヨ ージド(PFOI)の使 用、及び侵襲性及び埋込型医療機器の製造を目的としたペルフルオロオクチルエチル

オキシプロピル＝メタクリレート(PFMA)の製造のためのペルフルオロオクチルエタノール(8:2FTOH)の使用を認

める 

  ③ PFOA関連物質が使用されている消火器、消火器用消火薬剤及び泡消火薬剤の取扱事業者に対し、取扱い

に係る技術上の基準への適合義務を課す 

 これらの審議結果を踏まえ、本日、中央環境審議会長から環境大臣に対し、第三次答申及び第四次答申がなさ

れました。 

 なお、令和３年７月 16日～同年 10月 14日に合同開催された下記の会合の審議においても、第三次答申と同様

に、当該１物質群について化審法第２条第２項に規定する第一種特定化学物質に指定することが適当であるとの

結論が出されています。 

  厚生労働省： 令和３年度第４回薬事・食品衛生審議会薬事分科会化学物質安全対策部会化学物質調査会 

  経済産業省： 化学物質審議会第 209回審査部会 

 また、令和４年１月 18日に合同開催された下記の会合の審議においても、第四次答申と同様に、当該１物質群

の第一種特定化学物質の指定とあわせて上記の追加措置を講じることが適当であるとの結論が出されています。 
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  厚生労働省： 令和３年度第９回薬事・食品衛生審議会薬事分科会化学物質安全対策部会化学物質調査会 

  経済産業省： 令和３年度化学物質審議会第４回安全対策部会 

 これらの答申に関連して、「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律におけるペルフルオロオクタン酸

(PFOA)関連物質に係る措置（案）」に対する意見募集（パブリックコメント）を実施しており、その結果について

は、以下のウェブサイトに掲載しています。 

環境省 HP         http://www.env.go.jp/chemi/kagaku/index.html 

電子政府総合窓口(e-gov)  

https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCM1040&id=595222010&Mode=1 

今後の予定 

 当該 1 物質群の 第一種特定化学物質への指定及び追加措置については、以下のスケジュールによりパブリッ

クコメント等を実施した上で、政令の改正等を行います。 

【参考】 今後の予定 （不確定要素を含むため、前後する可能性がある。） 

令和４年後半 改正政令案に関するパブリックコメント、TBT通報 

令和５年   化審法施行令の改正 

 ※ 世界貿易機関（ WTO ）の貿易の技術的障害に関する協定 TBT 協定）に基づき、WTO 事務局に本件を通報し

WTO加盟国から意見を受付。 

添付資料 

第三次答申   https://www.env.go.jp/content/000048459.pdf 

第四次答申   https://www.env.go.jp/content/000048460.pdf 

********************************************************************************************* 

[4] 健康安全 

◇酒と食道がんに明白な関係 少量で赤ら顔なら要注意 リスク知り内視鏡検査を 

＜共同通信 2022年 7月 8日＞ https://www.47news.jp/news/7891094.html 

 アルコール飲料は、世界保健機関（ＷＨＯ）の専門組織である国際がん研究機関（ＩＡＲＣ）も確認した発が

ん性物質で、多くのがんを誘発することが分かっている。日本人には酒に弱い高リスクのグループがあることが

知られており、専門家は、自分の体質を把握して、高リスクと分かったら飲酒は控え、早期発見のためがん検診

などの内視鏡検査を積極的に受けてほしいと話している。 
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 ▽日本人の４割 

 ＩＡＲＣによる発がん性リスクの分類によると、アルコール飲料は「発がん性がある」と確認された最上位の

「グループ１」。口腔（こうくう）、咽頭、喉頭、食道、大腸、肝臓のがんのほか、女性の乳がんのリスクも増

加させる。ＩＡＲＣによると、アルコールに起因するとみられる新規症例が２０２０年に最多だったのが食道が

んだ。 

アルコールとがんの関係に詳しい京都大医学部の堅田親利特定講師（腫瘍内科）によると、人は酒に含まれるア

ルコールをまずアセトアルデヒドに分解し、さらにアセトアルデヒドを酢酸へと分解して無毒化する。 

 ただ、日本を含む東アジアの人の４割は、アセトアルデヒド分解酵素が生まれつき働かないか、働きが弱い。

飲酒量が増えれば、代謝しきれなかったアルコールとアセトアルデヒドが血液に乗って全身を巡る。 

 
 ▽最大８９倍 

 酒を飲むと、喉から食道、胃にかけての粘膜は、酒に含まれるアルコールとアセトアルデヒド、それが溶け込

んだ唾液にじかにさらされ続ける。酒に弱い人は強い人に比べ、飲酒後の唾液中のアセトアルデヒド濃度がより

高く、がんにつながるＤＮＡの損傷がより多いことも研究で判明した。 

 国立がん研究センターなどの多施設共同研究では、酒に強い人が少量の飲酒をする場合に比べて食道がんのリ

スクは、弱い人の少量飲酒は約６倍、多量飲酒は８９倍という報告がある。「発がんメカニズムがこれほど明白

ながんはそう多くはない」と堅田さんは注意を促す。 

 国立病院機構久里浜医療センターの横山顕臨床研究部長らは、これまでの研究を総合し、食道がんのリスクを

判定するテストを開発した。 

 ビールをコップ１杯程度飲んで顔が赤くなるかどうか、または、飲酒を始めた頃がそうだったかに答えた後、

酒量や喫煙習慣、食習慣の質問に答える。合計１１点以上は、極めてリスクが高い人だ。ただし、酒に強く赤く

ならない体質の人でも、酒量が増えればそれに応じてリスクが高まることは言うまでもない。 

 横山さんらがこのテストを基に調べた研究で、１０点以下の人では食道がんが見つかる割合は０・７％だった

のに対し、１１点以上だと４・３％。約６倍の開きがあった。 

 ▽禁酒は有効 

 では、高リスクの人はどうすればいいのか。 

 「酒をやめる、控えるなど生活習慣を変えることに取り組んでほしい」と横山さん。禁酒すれば、飲み続けた

場合に比べて５年後には食道がんリスクが３分の１に減少するとの報告もある。 

 さらに、早期発見のための内視鏡（胃カメラ）検査による検診を受けることが強く勧められる。 

 胃がん検診では１６年、バリウムを飲む胃のエックス線検査に加えて内視鏡検査が推奨された。内視鏡検査で

は途中に食道も見てもらうことができる。この検査の増加により、より早期に見つかる食道がんが増え、死亡率

も低下してきたという。 

 横山さんは「内視鏡検査を受ける機会を逃さず、その際には、食道がんの高リスク群に当てはまることを問診

票に記入したり、検査する人にあらかじめ伝えたりすることが大切だ」と話している。 

********************************************************************************************* 
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[5] 農薬 

◇農薬を登録した件（農林水産省告示第 1106～1108号） 

   [官報] 令和 4年 7月 7日 本紙 第 771号 3頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20220707/20220707h00771/20220707h007710005f.html 

農薬の新規登録３件が公示された。 

********************************************************************************************* 

[6] 食品安全衛生関係 

◇「食品期限」が延長する動き 食品ロス削減の一環で“安全係数”が変化 

＜NEWSポストセブン 2022年 7月 7日＞     ※女性セブン 2022年 7月 21日号 

https://www.news-postseven.com/archives/20220707_1771131.html?DETAIL 

 観測史上最速の梅雨明けが各地で続いている日本列島。これから夏本番となるが、楽しいことばかりではない。

神奈川県に住む、主婦の横山洋美さん（58才・仮名）が嘆く。 

「今年は暑くなるのが早すぎて、早朝に出勤する夫の朝食のために作ったおみそ汁が、お昼前にはもう酸っぱく

なっていたんですよ。こうなると、主人が職場に持っていくお弁当も、出勤中に傷んでしまうのではないかと心

配です」 

 連日、災害級の猛暑に見舞われ、食中毒が気になる。作ったものは、すばやく消費してしまうことが肝要だろ

う。しかし、店頭で売られる食品では逆のことが起きている。昨年 10月、大手コンビニチェーンはサラダの消費

期限を 1日延ばしたと発表。それに先立つ昨年 3月、別の大手コンビニチェーンが、おにぎりの消費期限の期間

を 2倍にし、店頭販売できる時間を約 18時間から 1日半〜2日程度に延ばしたというのだ。 

 世界的に注目が集まる「食品ロス」削減の一環としているが、家計を預かる主婦としては、素朴な疑問も浮か

ぶ。 

「どうして食べ物の“寿命”が延ばせるのかなって思います。もしかして、合成保存料が、たっぷり入れられる

ようになったからでしょうか？」（横山さん） 

 まず、食品の期限には「消費期限」と「賞味期限」の 2種類がある。消費者庁は消費期限を「過ぎたら食べな

い方がよい期限」、賞味期限を「おいしく食べることができる期限」としている。消費者問題研究所代表で、食

品問題に詳しい垣田達哉さんが説明する。 

「おおむね 5日以内に消費されるものにつけられるのが『消費期限』で、さらに長い期間、日持ちするものにつ

けられるのが『賞味期限』です。ざっくり言うと、早く傷む方につけられるのが消費期限、日持ちするものが賞

味期限と考えてください」 

 これらを総合して食品期限と呼ぶが、期限については製造業者側が定める。食品期限は、一般生菌数などを調

べる『微生物試験』、においや触感、味わいなどの『官能検査』、そして粘り気や濁り、pH値（酸性かアルカリ

性かを測定する値）などを測定する『理化学試験』の 3つを総合して終期を割り出す。期限のゆとりをもたせる

ため、そこに 1以下の安全係数を掛けて、食品期限が決定される。 

 これまで安全係数は 0.7が基本だったが食品ロス問題により、国が 0.8を推奨。期限を延ばすケースが増えて

いる。つまり、最近になって、食品期限が延びているのは間違いなさそうだ。 

********************************************************************************************* 

[7] 温暖化対策関係 

◇原発や天然ガス発電は「グリーン」 民間投資促す案、欧州議会が承認 

＜朝日新聞 2022年 7月 6日＞ https://www.asahi.com/articles/ASQ766T1DQ76UHBI010.html 

 欧州連合（EU）の欧州議会は 6日、原子力発電と天然ガス火力発電を地球温暖化対策に役立つ「グリーン」な

エネルギー源だと位置づける政策を承認した。ロシアのウクライナ侵攻後、欧州ではロシア産の資源依存を減ら

している。資源価格も高騰するなか、原発や天然ガス発電への投資を EU全体で促す政策が一歩前に進んだ。 

 EUの行政執行機関の欧州委員会は、環境に重大な悪影響を与えず、「グリーン」だとみなしうる経済活動を「EU

タクソノミー（分類）」として挙げている。この中に原発と天然ガス発電を条件つきで追加することを 2月に決め

た。 

 EUとしては再生可能エネルギーに注力するが、過渡期として、原発や天然ガス発電への民間投資を呼び込みや
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すくする狙い。「脱炭素化」と電力の安定供給との両立をめざしている。 

 欧州議会の 6日の投票は、欧…  

---------- 

◇日用品の CO2排出量明記へ ユニ・チャーム、25年めど 

＜共同通信 2022年 7月 6日＞ https://nordot.app/917328646501793792?c=39546741839462401 

 マスクや紙おむつなど日用品の製造工程で二酸化炭素（CO2）はどの程度排出されているのか―。大手のユニ・

チャームが脱炭素化に向け、排出量を商品パッケージなどに明記する取り組みを始める。消費者が環境に配慮し

た商品を選ぶ傾向が強まるとみており、2025年に 30品目を目標に、原材料の供給側と協力して仕組み作りを進

める。 

 日用品は定期的にリニューアルするため、排出量の算出は手間がかかる。実現すれば国内の消費財メーカーで

は初という。デロイトトーマツコンサルティングと連携し、22年度中の基盤づくりを目指し、データを集めた上

で実用化にこぎつけたい考えだ。 

---------- 

◇今世紀末は秋田が大阪並みの暑さ 東大教授「命運握るのは今の大人」 

＜朝日新聞 2022年 7月 7日＞ https://www.asahi.com/articles/ASQ7754S5Q73ULBH004.html 

********************************************************************************************* 

[8] 環境安全関係 

◇令和 3年度環境物品等の調達の実績の概要について 

＜厚生労働省 2022年 7月 7日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=F_IJmfdClATi80yFY 

---------- 

◇風力発電のために 300年の森を破壊？ 「失われる価値大きすぎる」 

＜朝日新聞 2022年 7月 7日＞ https://www.asahi.com/articles/ASQ6V72Q7Q6RUTIL00H.html 

********************************************************************************************* 

[9] 調査、公募、意見募集等 

[公募、意見募集等] 

◇令和４年度「デジタル技術を活用した脱炭素と循環経済を同時に達成する資源循環システムの実証事業」の公

募を開始します 

＜環境省 2022年 7月 7日＞ https://www.env.go.jp/press/press_00183.html 

---------- 

◇令和４年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（ナッジ手法の社会実装促進事業）の公募開始について 

＜環境省 2022年 7月 7日＞ https://www.env.go.jp/press/press_00164.html 

********************************************************************************************* 

[10] その他省庁発表 

◇種苗法第十八条第一項の規定に基づき品種登録した件（農林水産省告示第 1105号） 

   [官報] 令和 4年 7月 7日 本紙 第 771号 5頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20220707/20220707h00771/20220707h007710005f.html 

********************************************************************************************* 

[11] 関連会議等の開催案内、記録・報告、資料等 

[開催案内] 

・食品安全委員会 薬剤耐性菌に関するワーキンググループ（第３9回）の開催について   7月１5日 

＜内閣府 2022年 7月 7日＞ http://www.fsc.go.jp/senmon/sonota/annai/wg_amr_annai_39.html 

（１）家畜に使用するアミノグリコシド系抗生物質に係る薬剤耐性菌に関する食品健康影響評価について 

（２）その他 

・食品安全委員会（第 866回）の開催について   7月 12日 

＜内閣府 2022年 7月 7日＞ http://www.fsc.go.jp/iinkai_annai/annai/annai866.html 

（１）食品安全基本法第２４条の規定に基づく委員会の意見について 
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   ・農薬「ピリプロキシフェン」に係る食品健康影響評価について 

   ・農薬「フルピラジフロン」に係る食品健康影響評価について 

   ・農薬「メトキシフェノジド」に係る食品健康影響評価について 

（２）その他 

・令和４年度中央鉱山保安協議会   7月 13日 

＜経済産業省 2022年 7月 7日＞ 

https://wwws.meti.go.jp/interface/honsho/committee/index.cgi/committee/45686 

1. 危害防止について 

2. 鉱害防止について 

3. その他 

・株式会社脱炭素化支援機構に関する全国説明会の開催について 

＜環境省 2022年 7月 7日＞ https://www.env.go.jp/press/press_00154.html 

・総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー

大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 （第 43回）   7月 13日 

＜経済産業省 2022年 7月 7日＞ 

https://wwws.meti.go.jp/interface/honsho/committee/index.cgi/committee/46246 

1. 再エネの大量導入に向けて 

2. 電力ネットワークの次世代化 

********************************************************************************************* 

[12] その他 

◇インフルエンザ、感染症関係 

・サル痘について情報を更新しました。 

＜厚生労働省 2022年 7月 6日＞ https://www.mhlw.go.jp/haishin/u/l?p=A-YaCyCtdCPA0CiRY 

******************************************************************* 以上 ******************** 
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